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成
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市
議
会
第
１
回
定
例
会
が
２
月　

日
に
開
会
さ
れ
、
平
成　

年
度
予

２７

１８

算
案
を
は
じ
め
と
す
る
議
案
を
提
出
し
ま
し
た
。

　

平
成　

年
度
予
算
案
は
、
収
入
の
減
少
を
見
込
ん
で
財
政
規
模
を
大

18

幅
に
縮
小
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
支
出
を
抑
え
る
努
力
や
財
源
を
工
夫

す
る
こ
と
に
よ
り
、３
年
ぶ
り
に
赤
字
を
回
避
し
、収
支
均
衡
予
算
を
編

成
し
ま
し
た
。

　

今
回
は
、
こ
の
予
算
案
の
概
要
と
、　

年
度
に
行
う
主
な
事
業
に
つ
い

１８

て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

平
成　

年
度
予
算
案

１８

赤
字
回
避
を
目
標
に

１８年度予算総括表１８年度予算総括表
（▲はマイナス）（▲はマイナス）

伸び率１７年度当初１８年度当初

▲３．１％６３２億９７９２万円６１３億３４９７万円一 般 会 計

▲８．８％７億１７８４万円６億５４６５万円港 湾 整 備

特　

別　

会　

計

▲１２．８％５８８２万円５１２７万円青果物卸売市場

▲１．２％４２４５万円４１９２万円水産物卸売市場

▲２．８％１９５億６２１０万円１９０億８７７万円国民健康保険

０％６０６０万円６０６０万円土 地 取 得

（廃止）８１６８万円－駐 車 場

０．３％２１１億５３４３万円２１２億１８０６万円老 人 保 健

▲７．２％１６億８５９３万円１５億６５３５万円住 宅

▲１９．４％１億８２７４万円１億４７２３万円簡 易 水 道

０．９％１１７億７３１０万円１１８億７５９０万円介 護 保 険

▲０．２％２億６６７９万円２億６６３１万円
融 雪 施 設
設置資金貸付

▲３１．８％１１００万円７５０万円物 品 調 達

▲１．３％５５５億９６４８万円５４８億９７５６万円小 計

▲５．７％１６５億２５００万円１５５億８４３８万円病 院
企　

業　

会　

計

▲３．１％５５億７８５２万円５４億７０８万円水 道

▲６．６％７７億９１１万円７１億９９３９万円下 水 道

▲２２．２％２億３３６９万円１億８１７０万円産業廃棄物処分

▲５．６％３００億４６３２万円２８３億７２５５万円小 計

▲２．９％１４８９億４０７２万円１４４６億５０８万円合 計

で
約　

億
円
の
収
支
不
足
が
予
想

２０

さ
れ
、
大
変
厳
し
い
状
況
で
あ
り

ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
さ
ら
な
る
事
務
事

業
の
見
直
し
と
職
員
給
与
費
の
削

減
や
退
職
者
の
不
補
充
な
ど
に
よ

る
人
件
費
の
総
額
抑
制
な
ど
を
盛

り
込
ん
だ
財
政
再
建
推
進
プ
ラ
ン

の
実
施
計
画
を
策
定
し
、
具
体
的

な
取
り
組
み
を
進
め
て
一
日
も
早

く
健
全
な
財
政
運
営
が
で
き
る
よ

う
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　
　

年
度
は
、
わ
た
し
に
と
っ
て

１８
２
期
目
の
任
期
の
締
め
く
く
り
と

な
り
ま
す
。財
政
再
建
を
第
一
に
、

ま
だ
ま
だ
取
り
組
む
べ
き
課
題
は

多
い
で
す
が
、
地
域
経
済
の
活
性

化
や
市
民
生
活
の
向
上
の
た
め

に
、
各
種
施
策
を
進
め
て
ま
い
り

ま
す
。

　

平
成　

年
度
の
予
算
案
に
つ
い

１８

て
は
、
３
年
連
続
の
赤
字
予
算
を

回
避
し
、
収
支
均
衡
と
す
る
こ
と

を
目
標
に
編
成
し
ま
し
た
。

　

一
般
財
源
（
使
い
道
の
特
定
さ
れ

な
い
財
源
）
の
収
入
に
つ
い
て
は
、

国
全
体
で
は
例
年
と
同
じ
規
模
の

財
源
を
確
保
す
る
と
い
う
方
針
が

あ
り
ま
す
が
、
小
樽
市
の
場
合
は

人
口
減
少
の
影
響
な
ど
に
よ
り
市

税
や
地
方
交
付
税
の
落
ち
込
み
が

予
想
さ
れ
、
大
変
厳
し
く
見
積
も

ら
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
で
し
た
。
一

般
財
源
の
収
入
が
大
幅
に
落
ち
込

み
ま
す
の
で
、
合
わ
せ
ま
し
て
支

出
の
規
模
も
大
幅
に
縮
小
し
て
い

ま
す
。

　

こ
の
支
出
を
抑
え
る
努
力
と
し

て
は
、
事
務
事
業
の
見
直
し
や
管

理
経
費
の
削
減
、
職
員
給
与
費
の

独
自
削
減
な
ど
に
取
り
組
み
、
着

実
に
効
果
を
上
げ
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
、
ほ
か
の
会
計
か
ら
資
金
を

借
り
入
れ
す
る
な
ど
財
源
対
策
に

工
夫
を
し
、
収
支
均
衡
予
算
を
編

成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、　

年
度
の
決
算
見
込

１７

み
は
、　

年
度
決
算
の
赤
字
約　

１６

１２

億
円
を
引
き
継
ぐ
ほ
か
、
今
冬
の

大
雪
に
よ
る
除
雪
費
の
増
大
な
ど

３　平成１８（２００６）年３月　広報おたる

の
地
価
の
下
落
や
評
価
替
え
に
よ

る
減
収
が
見
込
ま
れ
る
か
ら
で
す
。

　

依
存
財
源
で
大
き
な
割
合
を
占

め
る
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、

　

年
度
と
比
べ
て
約
７
億
円（
４
・

１７３
％
）減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

地
方
交
付
税
算
定
の
基
礎
と
な
る

人
口
の
減
少
な
ど
に
よ
る
も
の
で

す
。

　

人
口
の
減
少
、
少
子
高
齢
化
が

進
む
小
樽
市
は
、
財
源
基
盤
が
弱

く
、
国
や
道
か
ら
の
依
存
財
源
に

頼
ら
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
自
主
財

源
を
確
保
す
る
こ
と
は
大
き
な
課

題
で
あ
り
、
今
後
も
さ
ま
ざ
ま
な

取
り
組
み
を
検
討
し
ま
す
。

　

予
算
規
模
の
縮
小
に
合
わ
せ
て

支
出
に
つ
い
て
も
事
業
を
厳
選
す

る
な
ど
し
、
全
体
的
に
予
算
を
減

少
し
て
い
ま
す
。　
　

　

こ
の
な
か
で
大
き
な
割
合
を
占

め
る
職
員
給
与
費
は
、　

年
度
は

１８

１
０
０
億
９
１
５
１
万
円
で
す
。

こ
の
職
員
給
与
費
を
抑
え
る
努
力

と
し
て
、　

年
度
に
５
％
削
減
し

１７

て
い
た
一
般
職
の
給
与
を　

年
度

１８

は
７
％
削
減
し
、
ま
た
、
市
長
、

助
役
、
収
入
役
、
教
育
長
な
ど
の

　
　

年
度
予
算
案
の
一
般
会
計
、

１８
特
別
会
計
、
企
業
会
計
の
総
額
は

１
４
４
６
億
５
０
８
万
円
で
す
。

こ
れ
は
、　

年
度
当
初
予
算
と
比

１７

べ
る
と
約　

億
円（
２
・
９
％
）減

４３

少
し
て
お
り
、
大
幅
に
予
算
規
模

を
縮
小
し
て
い
ま
す
。
こ
の
規
模

は
、
今
か
ら　

年
前
の
平
成
８
年

１０

度
の
当
初
予
算
と
ほ
ぼ
同
じ
水
準

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
う
ち
、
市
の
基
本
的
な
会

計
で
あ
る
一
般
会
計
の
予
算
総
額

は
、
６
１
３
億
３
４
９
７
万
円
で

す
。
こ
れ
は
、　

年
度
と
比
べ
る

１７

と
約　

億
円
（
３
・
１
％
）
減
少

１９

し
て
い
ま
す
。

　

収
入
の
内
訳
は
、
自
主
財
源
が

全
体
の　

・
６
％
、
依
存
財
源
が

４６

全
体
の　

・
４
％
で
す
。

５３

　

自
主
財
源
で
お
お
よ
そ
半
分
を

占
め
る
市
税
は
、
１
４
７
億
６
２

２
６
万
円
で
す
。
こ
れ
は
、　

年
１７

度
と
比
べ
て
約
４
億
円
（
２
・
７

％
）
減
少
し
て
お
り
、
そ
の
理
由

と
し
て
は
、
個
人
市
民
税
と
法
人

市
民
税
で
は
税
制
改
正
や
定
率
減

税
の
縮
減
に
よ
る
収
入
増
を
見
込

め
ま
す
が
、
固
定
資
産
税
で
土
地

「一般会計」
総額　６１３億３４９７万円

　一般会計は、福祉や教育、衛生など地方公共団体の行政運営にお

ける基本的な会計です。

　この収入は、市民税など自ら確保できる自主財源と、地方交付税

などの国や道からの財源に頼る依存財源に分けられます。また、支

出は、使われるお金の目的によって分けられます。

一
般
会
計
の
支
出

支
出
を
抑
え
る
努
力

一
般
会
計
の
収
入

減
り
続
け
る
収
入
源

国庫支出金
８４億１１４万円
１３．７％

地方交付税
１５３億５５００万円
２５．０％

諸収入
１１３億５５３４万円
１８．５％

市税
１４７億６２２６万円
２４．１％

依存財源（５３．４％）自主財源（４６．６％）

収入
使用料・手数料など…２４億５３０８万円（４．０％）

その他（地方贈与税・交付金など）…３５億３９４０万円（５．８％）

道支出金…２３億４４３５万円（３．８％）

市債…３１億２４４０万円（５．１％）
▼ ▼ ▼ ▼

※市民１人当たりの内訳は、人口１４万３０００人として計算しています(端数は四捨五入)

その他
８９億６９５万円
１４．５％

職員給与費
１００億９１５１万円
１６．５％

公債費
８１億７０６万円
１３．２％

土木費
５５億
３１８２万円
９．０％

民生費
１８４億８０７８万円
３０．１％

（約６万円）（約７万円）（約６万円）（約４万円）市民１人当たり（約１３万円）

衛生費…４７億５８３３万円（７．８％）

（約１万円）（約３万円）

教育費…１８億２６０７万円（３．０％）

総務費…９億２１００万円（１．５％）商工・労働・農林水産費…２７億１１４５万円（４．４％）

（約６０００円）（約２万円）

支出
▼ ▼ ▼ ▼

▲ ▲ ▲ ▲
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政
再
建
を
第
一
に
、

ま
だ
ま
だ
取
り
組
む
べ
き
課
題
は

多
い
で
す
が
、
地
域
経
済
の
活
性

化
や
市
民
生
活
の
向
上
の
た
め

に
、
各
種
施
策
を
進
め
て
ま
い
り

ま
す
。

　

平
成　

年
度
の
予
算
案
に
つ
い

１８

て
は
、
３
年
連
続
の
赤
字
予
算
を

回
避
し
、
収
支
均
衡
と
す
る
こ
と

を
目
標
に
編
成
し
ま
し
た
。

　

一
般
財
源
（
使
い
道
の
特
定
さ
れ

な
い
財
源
）
の
収
入
に
つ
い
て
は
、

国
全
体
で
は
例
年
と
同
じ
規
模
の

財
源
を
確
保
す
る
と
い
う
方
針
が

あ
り
ま
す
が
、
小
樽
市
の
場
合
は

人
口
減
少
の
影
響
な
ど
に
よ
り
市

税
や
地
方
交
付
税
の
落
ち
込
み
が

予
想
さ
れ
、
大
変
厳
し
く
見
積
も

ら
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
で
し
た
。
一

般
財
源
の
収
入
が
大
幅
に
落
ち
込

み
ま
す
の
で
、
合
わ
せ
ま
し
て
支

出
の
規
模
も
大
幅
に
縮
小
し
て
い

ま
す
。

　

こ
の
支
出
を
抑
え
る
努
力
と
し

て
は
、
事
務
事
業
の
見
直
し
や
管

理
経
費
の
削
減
、
職
員
給
与
費
の

独
自
削
減
な
ど
に
取
り
組
み
、
着

実
に
効
果
を
上
げ
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
、
ほ
か
の
会
計
か
ら
資
金
を

借
り
入
れ
す
る
な
ど
財
源
対
策
に

工
夫
を
し
、
収
支
均
衡
予
算
を
編

成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、　

年
度
の
決
算
見
込

１７

み
は
、　

年
度
決
算
の
赤
字
約　

１６

１２

億
円
を
引
き
継
ぐ
ほ
か
、
今
冬
の

大
雪
に
よ
る
除
雪
費
の
増
大
な
ど

　平成１８（２００６）年３月　広報おたる

の
地
価
の
下
落
や
評
価
替
え
に
よ

る
減
収
が
見
込
ま
れ
る
か
ら
で
す
。

　

依
存
財
源
で
大
き
な
割
合
を
占

め
る
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、

　

年
度
と
比
べ
て
約
７
億
円（
４
・

１７３
％
）減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

地
方
交
付
税
算
定
の
基
礎
と
な
る

人
口
の
減
少
な
ど
に
よ
る
も
の
で

す
。

　

人
口
の
減
少
、
少
子
高
齢
化
が

進
む
小
樽
市
は
、
財
源
基
盤
が
弱

く
、
国
や
道
か
ら
の
依
存
財
源
に

頼
ら
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
自
主
財

源
を
確
保
す
る
こ
と
は
大
き
な
課

題
で
あ
り
、
今
後
も
さ
ま
ざ
ま
な

取
り
組
み
を
検
討
し
ま
す
。

　

予
算
規
模
の
縮
小
に
合
わ
せ
て

支
出
に
つ
い
て
も
事
業
を
厳
選
す

る
な
ど
し
、
全
体
的
に
予
算
を
減

少
し
て
い
ま
す
。　
　

　

こ
の
な
か
で
大
き
な
割
合
を
占

め
る
職
員
給
与
費
は
、　

年
度
は

１８

１
０
０
億
９
１
５
１
万
円
で
す
。

こ
の
職
員
給
与
費
を
抑
え
る
努
力

と
し
て
、　

年
度
に
５
％
削
減
し

１７

て
い
た
一
般
職
の
給
与
を　

年
度

１８

は
７
％
削
減
し
、
ま
た
、
市
長
、

助
役
、
収
入
役
、
教
育
長
な
ど
の

　
　

年
度
予
算
案
の
一
般
会
計
、

１８
特
別
会
計
、
企
業
会
計
の
総
額
は

１
４
４
６
億
５
０
８
万
円
で
す
。

こ
れ
は
、　

年
度
当
初
予
算
と
比

１７

べ
る
と
約　

億
円（
２
・
９
％
）減

４３

少
し
て
お
り
、
大
幅
に
予
算
規
模

を
縮
小
し
て
い
ま
す
。
こ
の
規
模

は
、
今
か
ら　

年
前
の
平
成
８
年

１０

度
の
当
初
予
算
と
ほ
ぼ
同
じ
水
準

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
う
ち
、
市
の
基
本
的
な
会

計
で
あ
る
一
般
会
計
の
予
算
総
額

は
、
６
１
３
億
３
４
９
７
万
円
で

す
。
こ
れ
は
、　

年
度
と
比
べ
る

１７

と
約　

億
円
（
３
・
１
％
）
減
少

１９

し
て
い
ま
す
。

　

収
入
の
内
訳
は
、
自
主
財
源
が

全
体
の　

・
６
％
、
依
存
財
源
が

４６

全
体
の　

・
４
％
で
す
。

５３

　

自
主
財
源
で
お
お
よ
そ
半
分
を

占
め
る
市
税
は
、
１
４
７
億
６
２

２
６
万
円
で
す
。
こ
れ
は
、　

年
１７

度
と
比
べ
て
約
４
億
円
（
２
・
７

％
）
減
少
し
て
お
り
、
そ
の
理
由

と
し
て
は
、
個
人
市
民
税
と
法
人

市
民
税
で
は
税
制
改
正
や
定
率
減

税
の
縮
減
に
よ
る
収
入
増
を
見
込

め
ま
す
が
、
固
定
資
産
税
で
土
地

「一般会計」
総額　６１３億３４９７万円

　一般会計は、福祉や教育、衛生など地方公共団体の行政運営にお

ける基本的な会計です。

　この収入は、市民税など自ら確保できる自主財源と、地方交付税

などの国や道からの財源に頼る依存財源に分けられます。また、支

出は、使われるお金の目的によって分けられます。

一
般
会
計
の
支
出

支
出
を
抑
え
る
努
力

一
般
会
計
の
収
入

減
り
続
け
る
収
入
源

国庫支出金
８４億１１４万円
１３．７％

地方交付税
１５３億５５００万円
２５．０％

諸収入
１１３億５５３４万円
１８．５％

市税
１４７億６２２６万円
２４．１％

依存財源（５３．４％）自主財源（４６．６％）

収入
使用料・手数料など…２４億５３０８万円（４．０％）

その他（地方贈与税・交付金など）…３５億３９４０万円（５．８％）

道支出金…２３億４４３５万円（３．８％）

市債…３１億２４４０万円（５．１％）
▼ ▼ ▼ ▼

※市民１人当たりの内訳は、人口１４万３０００人として計算しています(端数は四捨五入)

その他
８９億６９５万円
１４．５％

職員給与費
１００億９１５１万円
１６．５％

公債費
８１億７０６万円
１３．２％

土木費
５５億
３１８２万円
９．０％

民生費
１８４億８０７８万円
３０．１％

（約６万円）（約７万円）（約６万円）（約４万円）市民１人当たり（約１３万円）

衛生費…４７億５８３３万円（７．８％）

（約１万円）（約３万円）

教育費…１８億２６０７万円（３．０％）

総務費…９億２１００万円（１．５％）商工・労働・農林水産費…２７億１１４５万円（４．４％）

（約６０００円）（約２万円）

支出
▼ ▼ ▼ ▼

▲ ▲ ▲ ▲



平成１８（２００６）年３月　広報おたる

「企業会計」

老人保健事業…２１２億１８０６万円港湾整備事業…６億５４６５万円
　老人保健法による医療事業を運営するための会計です。医療費

の増加により１７年度と比べて約６５００万円（０．３％）増加しています。

　港湾施設を整備・運営するための会計です。１７年度と比べて

約６３００万円（８．８％）減少しています。

住宅事業…１５億６５３５万円青果物卸売市場事業…５１２７万円
　市営住宅の整備や維持管理をするための会計です。１７年度

と比べて約１億２０００万円（７．２％）減少しています。

　青果物卸売市場を運営するための会計です。１７年度と比べ

て約７６０万円（１２．８％）減少しています。

簡易水道事業…１億４７２３万円水産物卸売市場事業…４１９２万円
　簡易水道事業のための会計です。１７年度と比べて約３６００万

円（１９．４％）減少しています。

　水産物卸売市場を運営するための会計です。１７年度と比べ

て約５０万円（１．２％）減少しています。

介護保険事業…１１８億７５９０万円国民健康保険事業…１９０億８７７万円
　介護保険事業を運営するための会計です。４月からの制度改正

を受け１７年度と比べて約１億３００万円（０．９％）増加しています。

　国民健康保険事業を運営するための会計です。１７年度と比

べて約５億５３００万円（２．８％）減少しています。

融雪施設設置資金貸付事業…２億６６３１万円土地取得事業…６０６０万円
　融雪施設の設置資金を貸し付けするための会計です。１７年

度と比べて約５０万円（０．２％）減少しています。

　土地取得事業を運営するための会計です。前年同様の予算

額で計上しています。

物品調達事業…７５０万円駐車場事業…廃止（一般会計へ）
　物品調達の効率化を図るための会計です。１７年度と比べて

３５０万円（３１．８％）減少しています。

　駐車場管理事業を運営するための会計でしたが、指定管理者

制度の導入に伴い特別会計を廃止して一般会計へ移行します。

下水道事業会計…７１億９９３９万円病院事業会計…１５５億８４３８万円
　家庭や企業から排出される汚水を処

理するための会計です。１７年度と比べ

て約５億１０００万円（６．６％）減少してい

ます。

　病院事業経営のために設けられた会

計です。医療費の減収などにより、１７

年度と比べて約９億４０００万円（５．７％）

減少しています。

産業廃棄物等処分事業会計…１億８１７０万円水道事業会計…５４億７０８万円

　産業廃棄物などを処分するための会

計です。１７年度と比べて約５２００万円（２２．

２％）減少しています。

　水道水をつくり、皆さんに給水する

ための会計です。１７年度と比べて約１

億７０００万円（３．１％）減少しています。

　特別会計とは、国民健康保険や介護保険など特定の事業に限定し、一般会計と区分するために設置する会計です。それぞれ

にかかる特定の収入と支出により、個別に経理を行います。

　企業会計とは、企業経営という観点を取り入れ、病院事業、水道事業など地方公営企業法の全部、または一部の適用をうけ

る会計のことです。

「特別会計」総額　５４８億９７５６万円

総額　２８３億７２５５万円

給
与
も
さ
ら
に
圧
縮
し
て　

〜　
２５

１３

％
削
減
し
て
い
ま
す
。こ
の
ほ
か
、

退
職
者
の
不
補
充
に
よ
る
職
員
数

の
削
減
も
進
め
て
い
ま
す
。
こ
れ

ら
の
取
り
組
み
は
着
実
に
効
果
を

あ
げ
て
い
ま
す
が
、　

年
度
は
退

１８

職
者
が
多
い
こ
と
も
あ
り
、　

年
１７

度
と
比
べ
て
約
７
０
０
０
万
円

（
０
・
７
％
）の
減
少
に
と
ど
ま
り

ま
し
た
。

　

支
出
の　

・
２
％
を
占
め
る
公

１３

債
費
は
、
借
金
を
返
済
す
る
た
め

に
使
う
お
金
で
す
。　

年
度
は　

１８

８１

億
７
０
６
万
円
計
上
し
て
お
り
、

こ
の
費
用
の
み　

年
度
と
比
べ
て

１７

約
９
０
０
０
万
円
（
１
・
２
％
）

増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
公

債
費
の
平
準
化
を
図
る
た
め
に
、

資
金
の
借
り
換
え
を
行
っ
た
こ
と

な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

さ
ま
ざ
ま
な
支
出
を
抑
え
る
努

力
を
し
て
も
な
お
、
一
般
会
計
で

約
９
億
円
の
不
足
が
生
じ
ま
す
。

こ
の
不
足
分
を
補
う
た
め
に
、
水

道
会
計
な
ど
ほ
か
の
会
計
か
ら
資

金
の
借
り
入
れ
な
ど
を
行
っ
て
、

収
支
均
衡
を
保
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
れ
ぞ
れ
の
支
出
の
主
な
使
い

道
に
つ
い
て
は
、
ま
ち
づ
く
り
の

指
針
を
示
し
た
総
合
計
画
「　

世
２１

紀
プ
ラ
ン
」
に
沿
っ
て
計
画
し
て

い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
事
業
は
、
必

要
性
が
高
く
、
市
民
の
皆
さ
ん
の

生
活
に
密
着
し
た
も
の
を
優
先
し

て
厳
選
し
、
計
画
し
て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
と
企
業
会
計
に
つ
い

て
も
事
業
の
見
直
し
が
進
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
の
総
額
は
、
５
４
８

億
９
７
５
６
万
円
で
す
。こ
れ
は
、

　

年
度
と
比
べ
て
約
７
億
円（
１
・

１７３
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。
特
別

会
計
の
事
業
の
見
直
し
と
し
て
主

な
も
の
は
、
港
湾
整
備
事
業
に
お

い
て
公
債
費
の
平
準
化
を
図
る
こ

と
の
ほ
か
、
駐
車
場
事
業
に
指
定

管
理
者
制
度
を
導
入
し
て
一
般
会

計
へ
移
行
し
、
特
別
会
計
を
廃
止

す
る
こ
と
な
ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

企
業
会
計
の
総
額
は
、
２
８
３

億
７
２
５
５
万
円
で
す
。こ
れ
は
、

　

年
度
と
比
べ
て
約　

億
円（
５
・

１７

１７

６
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。
企
業

会
計
の
事
業
の
見
直
し
と
し
て
主

な
も
の
は
、
病
院
事
業
に
お
い
て

第
二
病
院
の
給
食
業
務
を
民
間
委

託
す
る
こ
と
の
ほ
か
、
下
水
道
事

業
で
は
維
持
管
理
経
費
の
節
減
な

ど
収
支
改
善
に
取
り
組
む
こ
と
な

ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

５　平成１８（２００６）年３月　広報おたる

「２１世紀プラン」に沿って
１８年度の主な事業を説明します。

平成１８年度予算案　赤字回避を目標に

ゆたかさ～産業・活力プラン（産業振興）はぐくみ～文化・創造プラン（教育文化）
�中心商店街元気づくり事業費…１００万円
　中心商店街の活性化のために行うイベント事業に助成します。

�（仮称）小樽観光大使運営費負担金…１０万円
市外に住む小樽出身者などを小樽観光のサポーター役に任命し、小
樽の魅力を宣伝してもらいます。

�小樽教育旅行誘致促進実行委員会負担金…１００万円
修学旅行などを誘致するため、学校関係者や旅行会社を対象にキャン
ペーンなどを行います。

�小・中学校給水設備改修事業費…２６００万円
給水施設の老朽化に伴い赤水が発生する学校に対し、主に飲料用の

給水管を改修します。

�重要文化財　旧手宮鉄道施設修復事業費…６４８４万円
　旧手宮鉄道施設機関車庫３号の修理工事を２カ年で行います。

�重要文化財　旧日本郵船�小樽支店建築１００周年事業…１５万円
　旧日本郵船�小樽支店の建築１００周年を記念して式典などを行います。

にぎわい～都市・形成プラン（都市基盤）ふれあい～福祉・安心プラン（市民福祉）

�小樽港縦貫線新設改良事業費…７６００万円
　臨港地区の交通の円滑化のため道路整備を継続して行います。

�小樽運河浄化対策事業費…６０００万円
　水質浄化のため、北部運河を継続してしゅんせつします。

�北防波堤改良事業…４５００万円
　北海道遺産の一つである北防波堤の改良工事を継続して行います。

�地域支援事業…１億２５０万円
介護保険法の大幅改正に伴う「予防重視型システム転換」のための
事業です。

�障害者自立支援法関係…２８５６万円
障害者自立支援法の制定に伴い「障害者計画・障害福祉計画」の策
定事業などを行います。

�延長保育事業の拡大（新規１カ所）…４００万円
　新たに新光保育園で延長保育を行います（新光保育園で６カ所目）。

そ　の　他うるおい～生活・快適プラン（生活環境）

�移住促進事業費…３０万円
　首都圏の団塊の世代などを対象に市内への移住を促進します。

�指定管理者制度の本格導入
　自然の村、総合体育館などの管理運営を民間事業者などへ委託します。

�総合計画策定経費…２５０万円
　平成２０年度からの新たな総合計画の策定作業を２カ年で行います。

�公営住宅建替事業費…３億３７２７万円
　オタモイ住宅２号棟を２カ年で建設します。

�電動式生ごみ処理機購入費助成金…１００万円
ごみ減量化・資源化のため電動式生ごみ処理機購入費の一部を助成

します。

�公共下水道施設の更新など…８億２４０万円
　老朽化が著しい処理場、ポンプ場などの施設を計画的に整備します。

２１世紀プランとは、「未来と歴史が調和した安心、快適、躍動のまち」を目指したまちづくりの計画です。

�２１世紀プランについてのお問い合わせは、企画政策室��４１１１内線２７２、��６７２７へどうぞ。

特
別
会
計
と
企
業
会
計

進
む
事
業
の
見
直
し

　

本
市
の
危
機
的
な
財
政
状
況
を

改
善
す
る
た
め
、
昨
年
３
月
に　
２１

年
度
ま
で
の
財
政
運
営
の
指
針
と

な
る
「
財
政
再
建
推
進
プ
ラ
ン
」

を
策
定
し
、
本
年
２
月
に
は
、　

１８

年
度
の
予
算
状
況
と　

年
度
の
決

１７

算
見
込
み
を
踏
ま
え
て
、「
財
政

再
建
推
進
プ
ラ
ン
」
の
実
施
計
画

を
策
定
し
ま
し
た
。

　

こ
の
実
施
計
画
の
基
本
的
な
考

え
方
は
、
市
の
組
織
や
機
構
の
ス

リ
ム
化
・
効
率
化
の
ほ
か
、
業
務

の
民
間
委
託
を
推
進
す
る
な
ど
行

政
改
革
の
取
り
組
み
を
進
め
、
財

政
負
担
の
軽
減
を
図
っ
た
も
の
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
具
体
的
な

内
容
に
つ
い
て
は
、
本
誌
４
月
号

で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

今
後
は
、
こ
の
実
施
計
画
を
着

実
に
実
行
し
、
何
と
し
て
も
財
政

再
建
団
体
へ
の
転
落
を
回
避
し
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。
一
日
も
早

い
財
政
再
建
を
目
指
し
、
職
員
一

丸
と
な
っ
て
努
力
し
ま
す
。

�
小
樽
市
の
財
政
に
つ
い
て
の
お

問
い
合
わ
せ
は
、
財
政
部
財
政
課

�
�
４
１
１
１
内
線
２
３
１
・
２

３
２
、�
�
０
６
７
５
へ
ど
う
ぞ
。

財
政
再
建
へ
向
け
て

実
施
計
画
の
策
定
へ



平成１８（２００６）年３月　広報おたる　４

「企業会計」

老人保健事業…２１２億１８０６万円港湾整備事業…６億５４６５万円
　老人保健法による医療事業を運営するための会計です。医療費

の増加により１７年度と比べて約６５００万円（０．３％）増加しています。

　港湾施設を整備・運営するための会計です。１７年度と比べて

約６３００万円（８．８％）減少しています。

住宅事業…１５億６５３５万円青果物卸売市場事業…５１２７万円
　市営住宅の整備や維持管理をするための会計です。１７年度

と比べて約１億２０００万円（７．２％）減少しています。

　青果物卸売市場を運営するための会計です。１７年度と比べ

て約７６０万円（１２．８％）減少しています。

簡易水道事業…１億４７２３万円水産物卸売市場事業…４１９２万円
　簡易水道事業のための会計です。１７年度と比べて約３６００万

円（１９．４％）減少しています。

　水産物卸売市場を運営するための会計です。１７年度と比べ

て約５０万円（１．２％）減少しています。

介護保険事業…１１８億７５９０万円国民健康保険事業…１９０億８７７万円
　介護保険事業を運営するための会計です。４月からの制度改正

を受け１７年度と比べて約１億３００万円（０．９％）増加しています。

　国民健康保険事業を運営するための会計です。１７年度と比

べて約５億５３００万円（２．８％）減少しています。

融雪施設設置資金貸付事業…２億６６３１万円土地取得事業…６０６０万円
　融雪施設の設置資金を貸し付けするための会計です。１７年

度と比べて約５０万円（０．２％）減少しています。

　土地取得事業を運営するための会計です。前年同様の予算

額で計上しています。

物品調達事業…７５０万円駐車場事業…廃止（一般会計へ）
　物品調達の効率化を図るための会計です。１７年度と比べて

３５０万円（３１．８％）減少しています。

　駐車場管理事業を運営するための会計でしたが、指定管理者

制度の導入に伴い特別会計を廃止して一般会計へ移行します。

下水道事業会計…７１億９９３９万円病院事業会計…１５５億８４３８万円
　家庭や企業から排出される汚水を処

理するための会計です。１７年度と比べ

て約５億１０００万円（６．６％）減少してい

ます。

　病院事業経営のために設けられた会

計です。医療費の減収などにより、１７

年度と比べて約９億４０００万円（５．７％）

減少しています。

産業廃棄物等処分事業会計…１億８１７０万円水道事業会計…５４億７０８万円

　産業廃棄物などを処分するための会

計です。１７年度と比べて約５２００万円（２２．

２％）減少しています。

　水道水をつくり、皆さんに給水する

ための会計です。１７年度と比べて約１

億７０００万円（３．１％）減少しています。

　特別会計とは、国民健康保険や介護保険など特定の事業に限定し、一般会計と区分するために設置する会計です。それぞれ

にかかる特定の収入と支出により、個別に経理を行います。

　企業会計とは、企業経営という観点を取り入れ、病院事業、水道事業など地方公営企業法の全部、または一部の適用をうけ

る会計のことです。

「特別会計」総額　５４８億９７５６万円

総額　２８３億７２５５万円

給
与
も
さ
ら
に
圧
縮
し
て　

〜　
２５

１３

％
削
減
し
て
い
ま
す
。こ
の
ほ
か
、

退
職
者
の
不
補
充
に
よ
る
職
員
数

の
削
減
も
進
め
て
い
ま
す
。
こ
れ

ら
の
取
り
組
み
は
着
実
に
効
果
を

あ
げ
て
い
ま
す
が
、　

年
度
は
退

１８

職
者
が
多
い
こ
と
も
あ
り
、　

年
１７

度
と
比
べ
て
約
７
０
０
０
万
円

（
０
・
７
％
）の
減
少
に
と
ど
ま
り

ま
し
た
。

　

支
出
の　

・
２
％
を
占
め
る
公

１３

債
費
は
、
借
金
を
返
済
す
る
た
め

に
使
う
お
金
で
す
。　

年
度
は　

１８

８１

億
７
０
６
万
円
計
上
し
て
お
り
、

こ
の
費
用
の
み　

年
度
と
比
べ
て

１７

約
９
０
０
０
万
円
（
１
・
２
％
）

増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
公

債
費
の
平
準
化
を
図
る
た
め
に
、

資
金
の
借
り
換
え
を
行
っ
た
こ
と

な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

さ
ま
ざ
ま
な
支
出
を
抑
え
る
努

力
を
し
て
も
な
お
、
一
般
会
計
で

約
９
億
円
の
不
足
が
生
じ
ま
す
。

こ
の
不
足
分
を
補
う
た
め
に
、
水

道
会
計
な
ど
ほ
か
の
会
計
か
ら
資

金
の
借
り
入
れ
な
ど
を
行
っ
て
、

収
支
均
衡
を
保
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
れ
ぞ
れ
の
支
出
の
主
な
使
い

道
に
つ
い
て
は
、
ま
ち
づ
く
り
の

指
針
を
示
し
た
総
合
計
画
「　

世
２１

紀
プ
ラ
ン
」
に
沿
っ
て
計
画
し
て

い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
事
業
は
、
必

要
性
が
高
く
、
市
民
の
皆
さ
ん
の

生
活
に
密
着
し
た
も
の
を
優
先
し

て
厳
選
し
、
計
画
し
て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
と
企
業
会
計
に
つ
い

て
も
事
業
の
見
直
し
が
進
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
の
総
額
は
、
５
４
８

億
９
７
５
６
万
円
で
す
。こ
れ
は
、

　

年
度
と
比
べ
て
約
７
億
円（
１
・

１７３
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。
特
別

会
計
の
事
業
の
見
直
し
と
し
て
主

な
も
の
は
、
港
湾
整
備
事
業
に
お

い
て
公
債
費
の
平
準
化
を
図
る
こ

と
の
ほ
か
、
駐
車
場
事
業
に
指
定

管
理
者
制
度
を
導
入
し
て
一
般
会

計
へ
移
行
し
、
特
別
会
計
を
廃
止

す
る
こ
と
な
ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

企
業
会
計
の
総
額
は
、
２
８
３

億
７
２
５
５
万
円
で
す
。こ
れ
は
、

　

年
度
と
比
べ
て
約　

億
円（
５
・

１７

１７

６
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。
企
業

会
計
の
事
業
の
見
直
し
と
し
て
主

な
も
の
は
、
病
院
事
業
に
お
い
て

第
二
病
院
の
給
食
業
務
を
民
間
委

託
す
る
こ
と
の
ほ
か
、
下
水
道
事

業
で
は
維
持
管
理
経
費
の
節
減
な

ど
収
支
改
善
に
取
り
組
む
こ
と
な

ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　平成１８（２００６）年３月　広報おたる

「２１世紀プラン」に沿って
１８年度の主な事業を説明します。

平成１８年度予算案　赤字回避を目標に

ゆたかさ～産業・活力プラン（産業振興）はぐくみ～文化・創造プラン（教育文化）
�中心商店街元気づくり事業費…１００万円
　中心商店街の活性化のために行うイベント事業に助成します。

�（仮称）小樽観光大使運営費負担金…１０万円
市外に住む小樽出身者などを小樽観光のサポーター役に任命し、小
樽の魅力を宣伝してもらいます。

�小樽教育旅行誘致促進実行委員会負担金…１００万円
修学旅行などを誘致するため、学校関係者や旅行会社を対象にキャン
ペーンなどを行います。

�小・中学校給水設備改修事業費…２６００万円
給水施設の老朽化に伴い赤水が発生する学校に対し、主に飲料用の

給水管を改修します。

�重要文化財　旧手宮鉄道施設修復事業費…６４８４万円
　旧手宮鉄道施設機関車庫３号の修理工事を２カ年で行います。

�重要文化財　旧日本郵船�小樽支店建築１００周年事業…１５万円
　旧日本郵船�小樽支店の建築１００周年を記念して式典などを行います。

にぎわい～都市・形成プラン（都市基盤）ふれあい～福祉・安心プラン（市民福祉）

�小樽港縦貫線新設改良事業費…７６００万円
　臨港地区の交通の円滑化のため道路整備を継続して行います。

�小樽運河浄化対策事業費…６０００万円
　水質浄化のため、北部運河を継続してしゅんせつします。

�北防波堤改良事業…４５００万円
　北海道遺産の一つである北防波堤の改良工事を継続して行います。

�地域支援事業…１億２５０万円
介護保険法の大幅改正に伴う「予防重視型システム転換」のための
事業です。

�障害者自立支援法関係…２８５６万円
障害者自立支援法の制定に伴い「障害者計画・障害福祉計画」の策
定事業などを行います。

�延長保育事業の拡大（新規１カ所）…４００万円
　新たに新光保育園で延長保育を行います（新光保育園で６カ所目）。

そ　の　他うるおい～生活・快適プラン（生活環境）

�移住促進事業費…３０万円
　首都圏の団塊の世代などを対象に市内への移住を促進します。

�指定管理者制度の本格導入
　自然の村、総合体育館などの管理運営を民間事業者などへ委託します。

�総合計画策定経費…２５０万円
　平成２０年度からの新たな総合計画の策定作業を２カ年で行います。

�公営住宅建替事業費…３億３７２７万円
　オタモイ住宅２号棟を２カ年で建設します。

�電動式生ごみ処理機購入費助成金…１００万円
ごみ減量化・資源化のため電動式生ごみ処理機購入費の一部を助成

します。

�公共下水道施設の更新など…８億２４０万円
　老朽化が著しい処理場、ポンプ場などの施設を計画的に整備します。

２１世紀プランとは、「未来と歴史が調和した安心、快適、躍動のまち」を目指したまちづくりの計画です。

�２１世紀プランについてのお問い合わせは、企画政策室��４１１１内線２７２、��６７２７へどうぞ。

特
別
会
計
と
企
業
会
計

進
む
事
業
の
見
直
し

　

本
市
の
危
機
的
な
財
政
状
況
を

改
善
す
る
た
め
、
昨
年
３
月
に　
２１

年
度
ま
で
の
財
政
運
営
の
指
針
と

な
る
「
財
政
再
建
推
進
プ
ラ
ン
」

を
策
定
し
、
本
年
２
月
に
は
、　

１８

年
度
の
予
算
状
況
と　

年
度
の
決

１７

算
見
込
み
を
踏
ま
え
て
、「
財
政

再
建
推
進
プ
ラ
ン
」
の
実
施
計
画

を
策
定
し
ま
し
た
。

　

こ
の
実
施
計
画
の
基
本
的
な
考

え
方
は
、
市
の
組
織
や
機
構
の
ス

リ
ム
化
・
効
率
化
の
ほ
か
、
業
務

の
民
間
委
託
を
推
進
す
る
な
ど
行

政
改
革
の
取
り
組
み
を
進
め
、
財

政
負
担
の
軽
減
を
図
っ
た
も
の
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
具
体
的
な

内
容
に
つ
い
て
は
、
本
誌
４
月
号

で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

今
後
は
、
こ
の
実
施
計
画
を
着

実
に
実
行
し
、
何
と
し
て
も
財
政

再
建
団
体
へ
の
転
落
を
回
避
し
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。
一
日
も
早

い
財
政
再
建
を
目
指
し
、
職
員
一

丸
と
な
っ
て
努
力
し
ま
す
。

�
小
樽
市
の
財
政
に
つ
い
て
の
お

問
い
合
わ
せ
は
、
財
政
部
財
政
課

�
�
４
１
１
１
内
線
２
３
１
・
２

３
２
、�
�
０
６
７
５
へ
ど
う
ぞ
。

財
政
再
建
へ
向
け
て

実
施
計
画
の
策
定
へ




